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令和６年12月４日（水曜日）

午前９時57分開会

会議に付託された議案等

○議案第１号 令和６年度宮崎県一般会計補正

予算（第７号）

○議案第２号 令和６年度宮崎県えびの高原ス

ポーツレクリエーション施設特

別会計補正予算（第２号）

○議案第４号 使用料及び手数料徴収条例の一

部を改正する条例

○議案第10号 工事請負契約の締結について

○議案第15号 民事訴訟事件の和解について

○議案第16号 訴えの提起について

○議案第17号 公の施設の指定管理者の指定に

ついて

○議案第23号 令和６年度宮崎県一般会計補正

予算（第８号）

○議案第25号 令和６年度宮崎県公共用地取得

事業特別会計補正予算（第１号）

○報告事項

・損害賠償額を定めたことについて

○その他報告事項

・経営力強化を図る融資メニューの追加につい

て

・県営住宅の再整備（ＰＦＩ手法の導入）につ

いて

○閉会中の継続審査について

出席委員（８人）

委 員 長 山 下 寿

副 委 員 長 今 村 光 雄

委 員 外 山 衛

委 員 日 髙 陽 一

委 員 安 田 厚 生

委 員 本 田 利 弘

委 員 松 本 哲 也

委 員 渡 辺 正 剛

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

労働委員会事務局

労働委員会事務局長 日 髙 正 勝

調 整 審 査 課 長 山 本 宣 博

商工観光労働部

商工観光労働部長 川 北 正 文

商工観光労働部次長 柏 田 学

企業立地推進局長兼
児 玉 洋 一

企 業 立 地 課 長

観光経済交流局長 佐 野 晃 浩

部参事兼商工政策課長 塩 田 康 一

経営金融支援室長 酒 匂 晋 也

企 業 振 興 課 長 鍋 島 宏 三

井 上 裕 二食品・ ﾒ ﾃ ﾞ ｨ ｶ ﾙ 産 業 推 進 室 長

雇用労働政策課長 湯 浅 聡

観 光 推 進 課 長 北 薗 武 彦

スポーツランド推進課長 渡 邊 陽 生

国際・経済交流課長 児 玉 利 文

工業技術センター所長 福 山 旭

食品開発センター所長 平 川 良 子

県立産業技術専門校長 大 衛 正 直

県土整備部

県 土 整 備 部 長 桑 畑 正 仁

県土整備部次長
井 上 大 輔

（ 総 括 ）

県土整備部次長
松 山 英 雄

（ 道 路 ･ 河 川 ･ 港 湾 担 当 ）

令和６年12月４日(水)
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県土整備部次長
中 原 学

（ 都 市 計 画 ･ 建 築 担 当 ）

高速道対策局長 栗 山 健 作

管 理 課 長 鬼 塚 保 行

用 地 対 策 課 長 前 村 敦 子

技 術 企 画 課 長 植 村 幸 治

工 事 検 査 課 長 児 玉 広 文

道 路 建 設 課 長 田 中 智 也

道 路 保 全 課 長 椎 葉 倫 男

河 川 課 長 和 田 安 生

ダ ム 対 策 監 山 下 修

砂 防 課 長 小 倉 浩 嗣

港 湾 課 長 岩 切 靖 考

空 港 ・ ポ ー ト
岡 部 章

セールス対策監

都 市 計 画 課 長 松 田 豪 紀

美しい宮崎づくり
村 岡 昭 彦

推 進 室 長

建 築 住 宅 課 長 松 田 真 二

営 繕 課 長 下温湯 盛 久

設 備 室 長 久保田 昌 信

高速道対策局次長 岩 切 道 雄

事務局職員出席者

議 事 課 主 査 岩 下 恵 美

総務課主任主事 德 永 采 香

それでは、ただいまから商工建○山下委員長

設常任委員会を開会いたします。

まず、本日の委員会の日程についてでありま

す。

日程案につきましては、お手元に配付のとお

りでありますが、御異議ございませんか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、そのように決定いた○山下委員長

します。

執行部入室のため、暫時休憩いたします。

午前９時58分休憩

午前９時59分再開

委員会を再開いたします。○山下委員長

それでは、本委員会に付託されました議案等

について、労働委員会事務局長の概要説明をお

願いいたします。

令和６年度11月補○日髙労働委員会事務局長

正予算につきまして、座って説明をさせていた

だきます。

「歳出予算説明資料（議案第23号 」の205ペ）

ージを御覧ください。

表の左から３列目の補正額の欄でございます

、 。が 177万2,000円の増額をお願いしております

この結果、補正後の予算額は、表の右から３

列目の補正後の額の欄になりますけれども、１

億806万1,000円となります。

次に、207ページを御覧ください。

今回お願いしております補正は （事項）職員、

費になりますが、これは、人事委員会勧告に基

づく職員の給与改定に伴う人件費の増額補正で

ございます。

主な補正の内容といたしましては、給料等の

月例給が2.81％の引上げ、特別給である勤勉手

当が0.1月分の引上げとなっております。

執行部の説明が終了しました。○山下委員長

議案等について質疑はありませんか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、その他で何かありま○山下委員長

せんか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上をもって労働委○山下委員長

員会事務局を終了いたします。

暫時休憩いたします。
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午前10時１分休憩

午前10時３分再開

委員会を再開いたします。○山下委員長

それでは、本委員会に付託されました議案等

について、商工観光労働部長の概要説明を求め

ます。

、○川北商工観光労働部長 説明に入ります前に

１点御礼を申し上げます。

去る11月14日から18日にかけまして、このた

び、友好交流協定を締結することとなります台

湾の台中市などを佐藤副知事らが訪問してまい

りました。

県議会からは、宮崎県議会日台友好議員連盟

の丸山会長にも御参加をいただきました。誠に

ありがとうございました。

台中市におきましては、今後の交流促進に向

けた意見交換、そして、現地の民間団体による

友好イベント等が開催をされまして、大変有意

義な訪問となったところでございます。

また、来週でございますが、現地で行われま

す台中市との友好交流協定締結式には、濵砂議

長 山下委員長にも御参加をいただく予定となっ、

ております。

県といたしましては、今後とも、既に協定を

締結しております新竹県、桃園市を含め、台湾

との交流促進、そして、本県の魅力発信に努め

てまいりますので、県議会の皆様におかれまし

ても、引き続き、御協力をよろしくお願い申し

上げます。

それでは、本委員会で御審議をいただきます

商工観光労働部所管の議案等につきまして、概

要を御説明させていただきます。

商工建設常任委員会資料の２ページの目次を

お願いいたします。

まず、１の予算議案でございます。

議案第１号「令和６年度宮崎県一般会計補正

予算（第７号 」では、企業立地の促進を図るた）

めの経費や、来年10月に本県での開催が決まっ

た「ツール・ド・九州2025」大会の準備等に要

する経費について、予算を計上するものであり

ます。

議案第23号「令和６年度宮崎県一般会計補正

予算（第８号 」は、昨日、追加議案として提案）

されたものになりますが、人事委員会勧告等に

基づく給与改定により増加する職員の人件費に

ついて予算を計上するものであります。

議案第２号「令和６年度宮崎県えびの高原ス

ポーツレクリエーション施設特別会計補正予算

（第２号 」では、アイススケート場の倉庫増築）

工事に係る予算の繰越しを計上するものであり

ます。

次に、２、特別議案であります。

議案第４号「使用料及び手数料徴収条例の一

部を改正する条例」は、旅券法施行令の改正に

伴う一般旅券発給手数料の改正を行うものであ

ります。

最後に、３、その他報告事項でありますが、

経営力強化を図る融資メニューの追加について

御報告をさせていただきます。

それでは、３ページをお願いいたします。

商工観光労働部の補正予算額について、表に

まとめたものであります。

一般会計の補正額は、表の２段目、一般会計

の行、左から３列目の補正額の計の欄にありま

すとおり、議案第１号、議案第23号を合わせま

、 。して １億5,430万6,000円の増額でございます

この結果、商工観光労働部全体の補正額は、

表の１段目、商工観光労働部の行、左から３列

目の欄にありますとおり、先ほどと同額の１
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億5,430万6,000円の増額となり、補正前の額498

億5,545万1,000円に今回の補正額を足した補正

後の額は、500億975万7,000円となります。

なお、議案及び報告事項の詳細につきまして

は、この後、担当課長、担当室長から説明をさ

せていただきます。

次に、議案についての説明を求○山下委員長

めます。

なお、委員の質疑は執行部の説明が全て終了

した後にお願いをいたします。

常任委員会資料の４ペー○塩田商工政策課長

ジを御覧ください。

議案第23号「令和６年度宮崎県一般会計補正

予算（第８号 、給与改定に伴う職員の人件費）」

につきまして、商工観光労働部全体を一括して

御説明いたします。

まず、今回の人事院勧告等に基づく職員の給

与改定の概要についてでありますが、常勤職員

の月例給につきましては、人事院勧告に準じま

して 若年層に特に重点を置きつつ おおむね30、 、

歳代後半までの職員にも重点を置いたものと

なっており、平均で2.81％引き上げられますと

ともに 勤勉手当の支給月数につきましては 0.1、 、

月分の引上げとなります。また、併せて会計年

度任用職員の報酬等も改定されることとなりま

す。

この結果、会計年度任用職員を含みます商工

観光労働部職員の人件費に係る補正額は、御覧

の表、一番下の計の行、右から２列目の補正額

の欄のとおり、7,375万4,000円の増額でござい

ます。

補正予算案のうち、給与改定に伴う職員の人

件費についての説明は以上であります。

当課の11月補正予算○児玉企業立地推進局長

について、御説明いたします。

常任委員会資料11ページを御覧ください。

当課の補正額は、表の左から３列目、補正額

の欄のとおり、7,727万円の増額をお願いしてお

ります。

その結果 右から３列目 補正後の額は10億923、 、

万4,000円となります。

補正の内容につきましては、次の12ページを

お願いいたします。

表の左から３列目の（事項）立地企業フォロ

ーアップ対策費の7,727万円の増額で、説明及び

事業名欄のとおり、立地企業の県内定着及び県

内での事業拡大や新たな企業立地の促進を図る

ために、企業立地促進補助金により立地企業を

支援しているところでございますが、この補助

金の所要見込額の増に伴う補正でございます。

商工建設常任○渡邊スポーツランド推進課長

委員会資料の17ページをお開きください。

当課の補正予算額は、表の左から３列目、補

正額の欄にありますとおり、一般会計で、328

万2,000円の増額補正をお願いしております。

この結果、補正後の一般会計予算額は、右か

ら３列目、補正後の額の欄にあります７億1,576

万2,000円となります。

補正の内容については、次の18ページを御覧

ください。

（事項）スポーツランドみやざき推進事業費

の説明及び事業名欄の新規事業１「ツール・ド

・九州開催事業」328万2,000円であります。

事業の詳細につきまして御説明いたします。

次の19ページをお開きください。

まず、事業の目的でありますが、このツール

・ド・九州は、九州地方知事会と九州経済連合

会などが一体となり、九州全体でのサイクルツ

ーリズムの推進などを図るために開催する国際

自転車ロードレースであり 本県において 2025、 、
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大会の開催が決定したことを受けて、今年度、

コース設計など大会開催に向けた準備を実施す

るものであります。

次に、事業の概要ですが、右上の2025大会開

催日程を御覧いただきますと、長崎県佐世保市

内を周回するクリテリウムから始まり、福岡ス

テージ、熊本阿蘇ステージと続きまして、最終

日が宮崎・大分ステージとなります。

コース等の詳細につきましては、これから調

、 、整することとなりますが 延岡市をスタートし

大分県佐伯市をゴールとする予定にしておりま

す。

事業費についてですが （１）の①にあります、

とおり、開催県で組織するツール・ド・九州の

実行委員会への開催準備負担金が300万円などと

なっており、米印にありますとおり、2025大会

開催に係る経費につきましては、令和７年度当

初予算にてお願いしたいと考えております。

最後に （３）の成果指標でありますが、ＳＮ、

Ｓでの国内外への情報発信等により、本県のサ

イクルツーリズムの推進を図るとともに、大会

開催による観客の宿泊等による経済効果を約５

億円と見込んでおります。

当課からは、議案第２号○北薗観光推進課長

「令和６年度宮崎県えびの高原スポーツレクリ

エーション施設特別会計補正予算（第２号 」）

の繰越明許について御説明いたします。

商工建設常任委員会資料の22ページを御覧く

ださい。

こちらにつきましては、県営えびの高原スポ

ーツレクリエーション施設整備事業として、ア

イススケート場の倉庫兼製氷車収納庫を建築す

るための経費を当初予算で計上しておりました

が、関係機関と調整した結果、工事に要する日

数等を考慮し、アイススケート場の運営に支障

がないよう、シーズン終了後から着工すること

となりまして、工事期間が令和７年度まで及び

ますことから、繰越しをお願いするものであり

ます。

資料の23ページ、○児玉国際・経済交流課長

「使用料及び手数料徴収条例の一部を改正する

条例」について説明をいたします。

１の改正理由につきましては、旅券法施行令

の一部改正によりまして、国が定める都道府県

、分の旅券発給手数料の標準額が改定されたため

条例を改正するものでございます。

２の改正内容につきましては、現在、旅券の

有効期間の残りが１年未満となった場合に行う

切替申請では、オンライン申請を受け付けてお

りますが、施行日以降は、全ての都道府県にお

きまして、新規に旅券を申請する場合にもオン

。ライン申請が開始される予定となっております

これに伴い、国では、旅券発給に係る経費等

を調査し、旅券１件当たりの経費を算出しまし

て、表にありますとおり、これまで書面申請と

オンライン申請で同額の2,000円であった手数料

を改定し、書面申請を2,300円、窓口での受付事

務が不要となるオンライン申請を1,900円とする

ものであります。

３の施行期日は、旅券法施行令の一部改正と

同じ、令和７年３月24日となっております。

執行部の説明が終了しました。○山下委員長

議案について質疑はありませんでしょうか。

資料12ページの企業立地について○安田委員

お伺いします。

こちらの増額は、企業が来る見込みがあるの

で増えたということでよろしいですか。

企業立地補助金は、○児玉企業立地推進局長

実際企業に来ていただきまして、こちらの認定

をします。その後に、いろいろな施設整備です
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とか、従業員を雇用して操業を開始されるわけ

ですけれども、その時点で補助金の申請が出て

きます。だから、過去に立地を認定した企業

厳密に言うと、６年前から申請ができるよ─

うになるんですけれども、そういった企業が交

付を申請される件数が、当初の見込みよりも８

件多く、当初こちらが見込んでいた金額よりも

多いことが分かりましたので、今回の補正をお

願いしたところでございます。

ありがとうございます。○安田委員

資料19ページの「ツール・ド・九○本田委員

州開催事業」について伺いたいと思います。

2023年から開催されているかと思いますけれ

ども、2023年の予定では、2025年は九州全部を

巻き込んだ形で開催予定ということも記載され

ていたわけなんですが、今回、九州全域ではな

く九州北部の県が中心となっています。開催予

定地が九州全域ではなくなった議論の経過を御

存じであれば教えていただきたいと思います。

2025大会は、○渡邊スポーツランド推進課長

記載のとおり、長崎県、福岡県、熊本県、宮崎

県、大分県となっているんですが、あと、これ

に鹿児島県、佐賀県があるわけなんですけれど

も、鹿児島県、佐賀県、いずれにつきましても

検討しているということは聞いていますが、実

際、開催に至るかどうかというのは今のところ

把握できていないところです。

ありがとうございます。○本田委員

今回、開催日数が４日間ということなんです

けれども、開催県が増えれば、日数を増やして

いくことも実行委員会のほうで決められる話な

んでしょうか。

こちらのほう○渡邊スポーツランド推進課長

で把握している限りでは、４～５日の範囲とい

うことで聞いておりますので、今後、参加県が

増えました場合は検討されることになるのかも

しれません。

ありがとうございます。○本田委員

少し違う視点からなんですけれども、これか

ら実行委員会組織等をつくられることになると

思うんです。宮崎県の自転車競技連盟の皆さん

は結構頑張っていらっしゃると思うんですが、

そのあたりの参加については、どのようにお考

えか教えてください。

開催するにあ○渡邊スポーツランド推進課長

たりましては、これからいろいろな競技団体等

との協議も必要だと考えております。特に、こ

の自転車に関するツーリズムを推進していく上

で、自転車の競技別の誘致部会等もつくる予定

でございます。

こういったことも含めまして、今後、ツーリ

ズムを推進していきたいと考えております。

ありがとうございます。○本田委員

国スポ・障スポの開催を間近にしていて、自

転車競技に関しては、やっぱり強化をしていく

スポーツだと思いますので、そういった団体を

巻き込んでいただいて、競技力向上に向けて推

進していただくようお願いします。

御助言いただ○渡邊スポーツランド推進課長

きましたとおり、こちらのほうでもしっかり検

討、協議しながら進めていきたいと思います。

関連ですけれども、これは、2023○外山委員

、 。年が第１回で 2025年が第２回になるんですか

第３回になり○渡邊スポーツランド推進課長

ます。今年行った2024が第２回ということにな

ります。

。 。○外山委員 今年やったんですね すみません

あと、今さらだけれども、タイムを競うんです

よね、個人ですか、チームですか。ツール・ド

・フランスはチームで走るじゃないですか。こ
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ちらはどうなっていますか。

様々な賞が準○渡邊スポーツランド推進課長

備されていて、チームでの優勝もありますし、

ポイントごとのタイムを競うものもございます

し、あと、そのステージごとの優勝ですとか、

総合優勝ですとか、様々な賞が準備されており

ます。

、○外山委員 つまりエントリーの仕方によって

レースの形態が変わるわけですね。

毎回、賞的に○渡邊スポーツランド推進課長

は変わらないはずなんですけれども、一応、様

々な賞が準備されているようです。

これまで開催した２回は、何人ぐ○外山委員

らい参加したんですか。

今年10月に開○渡邊スポーツランド推進課長

催された大会では、国外からのチームも含めま

、 。 、して17チーム 選手が99名でした その中には

ツール・ド・フランスに参加するようなワール

ドクラスのチームも参加しております。

この順位というのは、箱根駅伝み○外山委員

たいな感じで、４日間トータルでやるのか、そ

れとも１日ごとに決まるんですか。

ステージごと○渡邊スポーツランド推進課長

に評価されるものもありますし、４日間の総合

タイムを競う総合優勝というのもあります。

じゃあ、箱根駅伝みたいなもんで○外山委員

すね。

関連ですけれども、海外のチーム○日髙委員

は、どういったところから来られる感じなんで

しょうか。

ワールドクラ○渡邊スポーツランド推進課長

スのチームにつきましては、カザフスタンチー

ムですとか、アメリカからのチームが参加して

おります。

あと、その下のチーム プロチームになる─

んですけれども、そちらのほうは、イタリアや

フランスからの参加になっております。

鹿児島県議会議員はチームをつ○日髙委員

くって、ユニホームをつくって、自転車のチー

ムなんかもつくっていらっしゃるんですが、そ

ういうレベルではないということですね。

参加できるチ○渡邊スポーツランド推進課長

ームは、国際自転車競技連合に登録のあるチー

ムしか参加できないということになっておりま

す。

。 、○日髙委員 ありがとうございます ここ数年

いろいろ整備されていて 力を入れていらっしゃ、

。 、 、ると思います 一度 日南市に泊まったときに

隣の部屋の方が女性で、名古屋市から来たと言

われていたんですが、空港に自転車を持ってき

て、そのまま日南市まで自転車で来て 「もう最、

高でした」と話をされていたので、宮崎県はポ

テンシャルが高いのではないかと思います。ぜ

ひ これをきっかけにいろんな観光としてつくっ、

ていただけたらと思いますので、よろしくお願

いします。

ありがとうご○渡邊スポーツランド推進課長

ざいます。

実際、この大会の状況については、解説つき

でライブ放送がされるんですけれども、その中

で各所、観光地についても紹介等がありますの

で、そういった観光の推進も図られるのではな

いかと考えております。

資料23ページの旅券法施行令につ○本田委員

いてなんですけれども、今、県内のパスポート

の所持率は何％なんですか。

令和５年12月末で○児玉国際・経済交流課長

すけれども、8.2％になっております。

そんなに低いんですか。去年かお○本田委員

ととし日本の所持率が20％を切ったということ



- 8 -

令和６年12月４日(水)

を聞いていますが、日本のパスポートは最強だ

という認識があります。190か国以上に行けるん

じゃないかと思っていて、そういう中で20％の

所持率っていかがなものかと思ったんですけれ

ども、宮崎県の所持率が８％と聞いて、今非常

に驚いたところでございます。

この条例の手数料の改定に当たってなんです

けれども、国における書面申請とオンライン申

請の手数料は同じということなんですが、宮崎

県独自のものとして100円オンライン申請を安く

されているという認識でよろしいでしょうか。

この旅券手数料に○児玉国際・経済交流課長

つきましては、全国一律の手数料になりますの

で、各県がこの手数料になります。手数料の算

出につきましては、国のほうが全国の経費を調

査し、所要時間を調査しまして、１冊当たりの

経費を算出しまして出しておりますけれども、

オンラインの場合は、受付事務がなくなるとい

うことで、その分が軽減されております。

ありがとうございます。所持率○本田委員

が8.2％ということですが、せっかくオンライン

申請が100円安くなるということもありますし、

特に12月からソウル便も便利になりましたし、

台湾線も飛ぶようになりましたので、手数料を

改定するだけではなくて、やはり所持率を上げ

ていく動きも併せてやっていただけるといいの

ではないかなと思います。よろしくお願いいた

します。

ありがとうござい○児玉国際・経済交流課長

ます。

国際化の推進のために、やはりパスポートの

取得率を上げるのも大変重要なことだと思って

おりますし、また、総合政策部のほうでも、パ

スポート取得に対する補助もありますので、各

部連携して国際化の推進に努めてまいりたいと

考えております。

ほかにありませんか。よろしい○山下委員長

ですか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

次に、その他報告事項に関する○山下委員長

説明を求めます。

なお、委員の質疑は執行部の説明が全て終了

した後にお願いいたします。

常任委員会資料の24○酒匂経営金融支援室長

ページを御覧ください。

経営力強化を図る融資メニューの追加につい

て御説明いたします。

まず、資料の１の概要にありますとおり、原

材料価格の高騰などの影響を受けている県内中

小企業者の経営力強化を図るために、国の保証

制度を活用した「経営力強化貸付」を県制度の

融資メニューに追加するものでございます。

内容を下の表で御説明いたします。

一番上、保証区分ですけれども、セーフティ

ネット保証５号と一般保証に分かれてございま

す。

セーフティネット保証５号の認定には、表の

下のほう、米印で記載しておりますけれども、

国が、業況が悪化していると指定した業種を営

んでおり、かつ、最近３か月間の売上高が前年

同期に比べて５％以上減少しているという要件

に該当するものがセーフティネット保証５号と

いうことになります。

次に、上から２段目の融資対象者でございま

す。これは、国の保証制度で定められているも

のでもあるんですけれども、金融機関等の伴走

支援を受けながら、自ら事業計画を策定し計画

の実行や進捗の報告を行う中小企業者等が対象

となります。

その下、融資限度額、融資期間、融資利率に
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つきましては、記載のとおりでございます。

その下、保証料率がセーフティネット保証５

号と一般保証で分かれているんですけれども、

セーフティネット保証５号の認定を受けた場合

には、年0.25％となります。

右側の一般保証の場合は、経営状況に応じて

年0.4～1.05％ということでございます。この保

証料率につきましては、国、県、あと、信用保

証協会の支援によって、汎用的な貸付けと比べ

て低く設定をしているところでございます。こ

れによりまして、貸付けの利用の促進を図って

まいりたいと考えてございます。

取扱いにつきましては、令和６年12月10日か

ら保証申込みの受付を開始するという予定にし

てございます。

２の予算につきましては、県の融資制度の運

用経費として、当初予算で中小企業金融対策費

を計上しておりますので、この予算の中で実施

をしたいと考えております。

執行部の説明が終了しました。○山下委員長

。その他報告事項について質疑はありませんか

、○外山委員 資料24ページの融資ですけれども

非常にいいことだと思いますが、国が指定して

いる業種は具体的に何かは分かりますか。

業種は、非常に細か○酒匂経営金融支援室長

く分かれておりまして、全部で515業種になりま

す。

主な業種としましては、飲食、宿泊、あと製

造、卸、建設業などです。

ただ、この業種の中でも細分化されていまし

、 。て 対象となるものとならないものがあります

金融の業種については対象外というふうに

なってございます。

それはそうですね、金融は対象外○外山委員

ということで理解しました。

ほかにありませんか。よろしい○山下委員長

ですか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、その他で何かありま○山下委員長

せんか。よろしいでしょうか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上をもって、商工○山下委員長

観光労働部を終了いたします。

暫時休憩いたします。

午前10時35分休憩

午前10時40分再開

それでは、委員会を再開いたし○山下委員長

ます。

それでは、本委員会に付託されました議案等

、 。について 県土整備部長の概要説明を求めます

説明に入ります前に、県○桑畑県土整備部長

土整備部職員の不祥事につきまして、御報告と

おわびを申し上げます。

先日 公表されましたとおり 令和６年11月21、 、

日付で、県土整備部職員２名が酒気帯び運転に

より懲戒免職処分となりました。

服務規律の徹底、交通法令の遵守につきまし

ては、これまでも組織を挙げて取り組んできた

ところでありますが、このように、県政全体に

対する信用を大きく失墜させる事態が発生した

ことは、痛恨の極みであり、深くおわびを申し

上げます。

本事案の発生を受けまして、職員一人一人に

対し、法令遵守の重要性を再認識し、公務員と

して責任と規律を肝に銘じて行動するよう、改

めて徹底したほか、所属長に対し、その責任を

十分自覚した上で、職員への指導に当たるよう

指示したところであります。

今後も引き続き、綱紀粛正の徹底を図り、県
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民の皆様の信頼回復に努めてまいりたいと存じ

ます。

続きまして、都城志布志道路の全線開通につ

いて御報告を申し上げます。

、 、「 」先月 国土交通省から 都城ＩＣ～乙房ＩＣ

間が来年２月15日に、また、鹿児島県から 「志、

布志ＩＣ～志布志港」間が同じく３月23日に開

通するとの発表がなされました。いよいよ、都

城志布志道路約44キロメートルの全線が開通す

ることとなりました。

宮崎自動車道都城ＩＣと志布志港が１本の高

規格道路で結ばれ、鹿児島県との広域的な道路

ネットワークが充実することにより、農畜産業

の振興や南海トラフ地震などの大規模災害時に

おける救急救命活動等に大きく寄与するものと

大変うれしく思っております。

、 、また 都城市街地を通過する交通が分散され

交通渋滞の緩和による定時制や速達性の向上、

。交通事故の減少につながるものと期待されます

これまで、御尽力をいただきました県議会の

皆様をはじめ、国土交通省、関係者の皆様に心

から感謝申し上げます。

今後とも、引き続き人流や物流を支え、強靱

で信頼性の高い道路ネットワークの整備に取り

組んでまいります。

それでは、今回の委員会で御審議いただきま

す県土整備部所管の議案等につきまして、委員

会資料により御説明いたします。

、お手元の商工建設常任委員会資料の２ページ

目次を御覧ください。

まず、Ⅰの予算議案では、議案第１号の一般

会計補正予算案ほか２件についてお願いしてお

ります。

次に、Ⅱの特別議案では、使用料及び手数料

徴収条例の一部を改正する条例ほか４件につい

て説明させていただきます。

次に、Ⅲの報告事項では、損害賠償額を定め

たことについて報告させていただきます。

最後に、Ⅳのその他の報告事項といたしまし

て、県営住宅の再整備（ＰＦＩ手法の導入）に

ついて報告させていただきます。

詳細につきましては、担当課長から御説明い

たしますので、よろしくお願いいたします。

それでは次に、議案についての○山下委員長

説明を求めます。

なお、委員の質疑は執行部の説明が全て終了

した後にお願いをいたします。

県土整備部の11月補正の概要○鬼塚管理課長

について御説明いたします。

委員会資料の３ページを御覧ください。

今回の補正では、議案第１号「令和６年度宮

崎県一般会計補正予算（第７号 」と、追加補正）

としまして、議案第23号「令和６年度宮崎県一

般会計補正予算（第８号 」及び議案第25号「令）

和６年度宮崎県公共用地取得事業特別会計補正

予算（第１号 」をお願いしております。）

まず、令和６年度11月補正予算一覧でござい

ます。

表の太線で囲んでおります、Ｅの欄の一番下

にありますとおり、一般会計と特別会計を合わ

せた11月補正額は268億5,381万円の増額であり

ます。その結果、11月補正後の予算額は、右か

ら３列目のＪの欄の一番下にありますとお

り1,121億5,588万4,000円となります。

補正の内容でございますが、Ｆの欄の一番下

にありますとおり、台風第10号災害関連の補正

予算として７億5,733万4,000円、その右、１つ

飛びまして、Ｈの欄の一番下でございますが、

防災・減災、国土強靱化などの国の補正予算に

速やかに対応するための所要額として259億210
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、 、万円 その右のⅠの欄の一番下でございますが

人事委員会勧告に基づく職員の給与改定に伴う

職員費の補正予算として１億9,437万6,000円の

増額をお願いするものです。

次に、４ページを御覧ください。

「 」 。２の 補助公共・交付金事業 でございます

表の真ん中の太枠で囲んでいるＥの欄の一番

下にありますとおり、260億7,210万円の増額で

ありまして、その内訳は、その右のＦの欄の一

番下、１億7,000万円が台風第10号関連の補正予

算で、その右のＧの欄の259億210万円が国土強

靱化などの国の補正予算に対応するための所要

額でございます。

次に、５ページを御覧ください。

３の「県単公共事業」であります。

表の太枠で囲んでおります、Ｅの欄の一番下

にありますとおり、台風第10号関連の補正で、

４億1,700万円の増額でございます。

以上の内訳の詳細につきましては、後ほど担

当課長より説明をさせていただきます。

次に、６ページを御覧ください。

今回の給与改定に伴う補正の各課別の内訳で

あります。これにつきましては、後ほど御覧い

ただければと思います。

なお、この給与改定に伴う職員の人件費につ

いての各課からの説明は省略をさせていただき

ます。

次に、７ページを御覧ください。

補正予算の金額を各課局別に記載したもので

あります。

これにつきましては、後ほど御覧いただけれ

ばと思います。

次の８～44ページは、各課局の歳出予算説明

資料になります。

詳細につきましては、後ほど担当課長から説

明をさせていただきます。

次に、45ページを御覧ください。

繰越明許費補正の集計表でございます。

太線で囲んでおります11月議会申請分の欄に

ありますとおり、議案第１号では追加と変更合

わせて65億796万1,000円を、議案第23号では259

億210万円をお願いしております。

まず、追加の内訳ですが、46ページを御覧く

ださい。

議案第１号では、表に記載の９事業で16

、 、 、億9,244万円を 次の47ページ 議案第23号では

「盛土防災総合推進事業」で3,120万円をお願い

しております。

次に、変更の内訳でございますが、48ページ

を御覧ください。

議案第１号では、表に記載の８事業で48

億1,552万1,000円、次の49ページ、議案第23号

では、表に記載の９事業で258億7,090万円の増

額補正をお願いしております。

繰越しの主な理由といたしましては、関係機

関との調整等に日時を要したことなどによるも

のや、国の補正予算の関係により、工期が不足

することによるものでございます。

次の50～53ページにかけましては、債務負担

行為補正の追加でございます。

まず、50～52ページの議案第１号では、宮崎

県建設技術センターの指定管理者の指定に伴う

もの、また、公共事業の早期発注や施工時期の

平準化を図るため、今年度の支出は伴わずに、

公共事業を前倒しして発注する、いわゆるゼロ

県債に対して債務負担行為を設定するものであ

ります。

次の53ページ、議案第23号は「ダム施設整備

事業」に係る追加でございます。

、これは発電機等の工場製作に１年以上を要し
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また、施工時期が非出水期に限定されますこと

から工期が複数年にまたがるため、債務負担行

為の設定を行うものであります。

当部の補正予算の概要は以上でございます。

次に、資料の65ページを御覧ください。

議案第17号「公の施設の指定管理者の指定に

ついて」であります。

本議案は、当課が所管しております宮崎県建

設技術センターの指定管理者を指定することに

ついて、県議会の議決を求めるものでございま

す。

まず、１の施設の概要でございます。

宮崎県建設技術センターは、建設技術者の基

礎的訓練、知識・技能の修得などを行うための

、 。施設としまして 昭和43年に発足いたしました

センターの業務のうち、産業開発青年隊教育

及び施設の利用等に関する業務について 平成22、

。年４月から指定管理者制度を導入しております

令和２年４月からは第３期でございまして、

指定管理者はいずれも学校法人宮崎総合学院で

ございます。

次に、２の次期指定管理候補者は、学校法人

、 、宮崎総合学院で ３の指定期間につきましては

令和７年４月１日からの５年間でございます。

４の選定概要の（１）にありますとおり、本

年７月１日から約２か月間、募集を行い、学校

法人宮崎総合学院、１者から申請がございまし

た。

66ページを御覧ください。

（２）の指定管理候補者の審査方法でござい

ます。

①の審査の流れに記載のとおり、まず、当課

、において申請書類に基づく資格審査を行った後

その下の②に記載の外部委員で構成します指定

管理候補者選定委員会で、プレゼンテーション

及びヒアリング審査を行いました。

その後、③に記載の県職員で構成します指定

管理候補者選定会議におきまして、選定委員会

の審査結果と、当課で評価した結果を照らし合

わせ、候補者案が妥当であるかを確認いたしま

した。

67ページを御覧ください。

④の選定基準等でございますが、全庁的な基

、 、準を基に 建設技術センターの特性を考慮して

人材育成や施設の活性化などの項目を設定いた

しました。

次に、68ページを御覧ください。

（ ） 。３ の審査結果及び選定理由でございます

審査結果につきましては、①の指定管理候補

者選定委員会におきましては 500点満点中404.1、

点、②の指定管理候補者選定会議におきまして

は、100点満点中79.9点でございました。③の選

定理由でございますが、選定委員会及び選定会

議において、最低基準点を満たす得点を得たこ

と、事業計画等から判断して、施設の管理運営

を適正かつ着実に行う能力を有していると認め

られること、産業開発青年隊教育において、ニ

ーズに対応したカリキュラムの編成による建設

技術者の育成強化や、隊員募集に係る積極的な

取組の提案がなされていることなどから、学校

法人宮崎総合学院を指定管理候補者として選定

したものでございます。

69ページを御覧ください。

５の指定管理候補者からの提案内容でござい

ます。

（１）の指定管理料として、提案額が年額

で9,980万円、５年間総額で４億9,900万円でご

ざいまして、県が積算した基準価格を下回って

おります。

（２）の収支計画につきましては、記載のと
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おりでございまして （３）の県民サービスの向、

上等につきましては、施設利用者へのアンケー

ト調査により、利用者の要望等を把握し、早期

改善に努めることや、地域の夏祭りとタイアッ

、 、プし センターの施設や建設産業のＰＲを行い

地域との交流や地域貢献に努めることなどの提

案がございました。

委員会資料の13ページを○植村技術企画課長

御覧ください。

議案第23号「令和６年度宮崎県一般会計補正

予算（第８号 」について御説明いたします。）

当課の補正予算額は、3,612万1,000円の増額

をお願いしております。その結果、補正後の予

算額は、右から３列目の４億9,470万3,000円と

なります。

補正の主な内容について御説明いたします。

14ページを御覧ください。

一番下の（事項）盛土防災総合推進事業費で

あります。これは、盛土規制法に基づく基礎調

査等を行う事業でありますが、国の補正予算に

伴い、3,120万円の増額をお願いするものであり

ます。

今回の補正において、既存盛土等の応急対策

や、安全性を把握するための詳細調査の必要性

を判断する基礎調査及び許可申請手続などの盛

土規制法に係る業務を、一元的に実施するため

のシステム構築を行うものであります。

補正予算の説明は以上であります。

続きまして、委員会資料の54ページを御覧く

ださい。

議案第４号「使用料及び手数料徴収条例の一

」 。部を改正する条例 について御説明いたします

まず、１の改正の理由につきましては、来年

５月より宅地造成及び特定盛土等規制法 通─

「 」 、称 盛土規制法 の運用を開始することに伴い

。必要となる手数料の額を定めるものであります

改正の内容等の説明の前に、盛土規制法の概

要について御説明いたします。

次のページを御覧ください。

盛土規制法は、令和３年７月に静岡県熱海市

で大雨による盛土の崩落により甚大な被害が発

生したことを踏まえ、宅地・森林・農地等の土

地の用途にかかわらず、危険な盛土等を全国一

律の基準で包括的に規制する法律です。この法

律の運用開始に当たり、右上の枠内の①にあり

ますように、県と宮崎市は規制区域の指定を行

います。

左側に示しておりますのが、来年５月１日に

指定する規制区域の図です。保全対象のない離

島を除き、県内ほぼ全域を規制区域に指定する

こととしております。

なお、この規制区域につきましては、今年７

～８月にかけてパブリックコメントを行い、２

件の意見をいただきました。

意見の内容は、規制区域の考え方に関する意

見でありまして、県内ほぼ全域を規制区域とし

、て指定することは妥当であると評価するもので

区域の見直しを求める意見はございませんでし

た。

規制区域の指定以降は、右上の枠内の②に示

しておりますとおり、安全な盛土等の造成のた

め、規制区域内で行われる一定規模以上の盛土

等は知事、宮崎市内は宮崎市長の許可が必要と

なります。

また、③、④のとおり、土地所有者等が盛土

等を安全に保つ責務が明確化され、無許可行為

や命令違反については、実効性のある罰則が適

用されることになります。

知事等の許可が必要となる盛土等の規模につ

きましては、右下の表のとおりです。
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前のページにお戻りください。

２の改正の内容ですが、先ほど御説明しまし

たとおり、規制区域の指定以降、県が新たに担

うことになる許可等の事務について （１）～、

（３）の手数料を設定するものです。

（１）の工事の許可申請手数料は、工事の着

、手前に県の許可を受けるために必要となるもの

（２）の工事の中間検査申請手数料は、工事完

了後に確認困難となる工程 例えば、排水施─

設の設置などですけれども、これについての現

地検査を受けるために必要となるもの （３）の、

工事の計画変更許可申請手数料は、許可後に計

画変更があった場合に必要となるものです。

３の施行期日は、規制区域指定と同日の令和

７年５月１日からの運用開始となります。

４のスケジュールについてですが、今議会に

て議決をいただいた後、規制区域の指定の告示

と本条例の公布を行い、来年１月からは、盛土

規制法の円滑な運用を図るため、より一層法律

の周知・啓発に力を入れてまいりまして、５月

１日からの規制開始、改正手数料条例施行とな

ります。

56ページを御覧ください。

こちらに手数料の額の一覧表をお示ししてお

ります。

下の例１～３のとおり、面積に応じて手数料

を算定します。

例えば、例１を御覧いただきますと、盛土・

切土の面積が１万5,000平方メートルの工事の許

可を申請する場合、一覧表の面積、１万平方メ

ートル超２万平方メートル以内に当てはめ、手

数料は15万円となります。

例２、例３の算定も同様ですので、説明は割

愛いたします。

次に、57ページを御覧ください。

計画変更許可申請手数料につきましては、こ

ちらの一覧表のア～ウの合計で算定します。

例４に示す、左側の変更前から右側の変更後

のように、赤色で着色した部分を変更追加した

場合は、まず、アの工事の設計の変更につきま

しては、変更前に１万5,000平方メートルの盛土

を計画しておりましたところ、図中アの矢印で

示す擁壁の設置に設計の変更を行いますと、１

万5,000平方メートル分の許可申請手数料15万円

の10分の１の１万5,000円、次に、イの新たな土

地の編入に係る工事の設計の変更につきまして

は、図中イの矢印で示す、変更前より増える面

積4,000平方メートル分の許可申請手数料の金額

が７万2,000円、ウのその他の変更につきまして

は、アとイの変更に伴う資金計画書等の書類の

一部変更が生じるため、その手数料として１万

円となり、これらを合計して９万7,000円の手数

料を徴収することとなります。

議案第23号「令和６年度○田中道路建設課長

宮崎県一般会計補正予算（第８号 」について御）

説明いたします。

委員会資料の15ページを御覧ください。

当課の補正予算額は、一番上の行、道路建設

課、計の左から２列目の欄ですが、59億5,600万

円の増額をお願いしております。その結果、右

から３列目の補正後の予算額は268億8,415

万5,000円となります。

、 。以下 補正の内容について御説明いたします

16ページを御覧ください。

（目）道路新設改良費の（事項）公共道路新

設改良事業費でございます。これは、県が管理

している国県道の道路改良を行う事業でありま

して、国の補正予算に伴う59億5,600万円の増額

であります。

主な事業内容といたしましては、学園木花台
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本郷北方線や、国道388号などでの整備を予定し

ております。

補正予算の説明は以上であります。

次に、58ページを御覧ください。

議案第10号「工事請負契約の締結について」

説明いたします。

これは 国道265号十根川工区で施工する 仮、 、（

称）十根川２号トンネル工事に関する工事請負

契約の締結についてであります。

１の事業概要であります。

当工区は、右の位置図に示すとおり、東臼杵

郡椎葉村大字下福良で、平成24年度から実施し

ている道路改良事業で、延長2,800メートル、車

道幅員5.5メートル、全幅7.0メートル、全体事

業費は約75億円となっております。

令和５年度末までに、約１キロメートルの整

備を完了し、道路を供用しているところでござ

います。

次に、２の工事概要であります。

59ページを御覧ください。

左上に平面図、右上にトンネルの断面図を示

しております。

トンネルの全体延長は248メートル、車道幅

、 、 、員5.5メートル 全幅8.5メートルで 当工事は

椎葉村側から五ヶ瀬町側へ掘り進める工事であ

ります。

現道は、幅員が狭く、線形も悪いことから、

右下の写真にありますように、対向車との離合

が困難な状況でありますため、トンネルを整備

することで、円滑な交通の確保を図ることを目

的としております。

58ページを御覧ください。

３の工事請負契約の概要であります。

契約金額は、16億2,592万3,200円、契約の相

手方は、志多・谷口・岡﨑特定建設工事共同企

業体 工期は 契約発効の日から令和９年３月25、 、

日までであります。

、 。議案第10号につきましては 以上であります

次に、62ページを御覧ください。

議案第16号「訴えの提起について」御説明い

たします。

１の概要であります。

高原町の県道高千穂峰狭野線、狭野工区にお

いて、道路改良工事を進めるに当たり、必要な

用地を取得するため、共有物の分割を求める訴

えを提起することについて、議決を求めるもの

であります。

63ページを御覧ください。

共有物分割請求訴訟について御説明いたしま

す。

共有物分割請求訴訟とは、共有状態の解消に

ついて、共有者と話合いができない場合や、話

し合っても解決が望めない場合などに、民法

第258条（裁判による共有物の分割）の規定によ

り、裁判所を通じて共有状態を解消するための

訴訟であります。

条文につきましては、中央にお示ししている

とおりとなっております。

裁判所の判断によりますが、共有物の分割方

法について、県といたしましては、民法第258条

第２項第２号に規定されている「共有者に債務

を負担させて、他の共有者の持分の全部又は一

部を取得させる方法」で取得できればと考えて

おります。

62ページにお戻りください。

２の事業の概要であります。

、 （ ）対象路線は 県道高千穂峰狭野線 狭野工区

です。

資料右側に位置を示しております。

事業延長は390メートル、車道幅員6.0メート
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ル、歩道及び路肩を含めて10.0メートルの道路

改良工事で、全体事業費は約３億円、事業期間

、 、は令和４～７年度で 社会資本整備総合交付金

広域連携事業で整備を進めているところです。

次に、３の対象地であります。

対象地の所在は、西諸県郡高原町大字蒲牟田

字下狭野178番183で、対象地の面積が15.53平方

メートルであります。

次に、４の訴訟に至る経緯であります。

現在、本事業に必要な土地25筆のうち、対象

地を除く24筆については、取得が完了しており

ます。

また、残り１筆の対象地についても、相続が

発生しておりましたが、相続人23名のうち22名

と売買契約を締結し、県が持分432分の415を取

得しております。

残り１名については、十分な意思能力を有し

ておらず、契約行為ができない状況であり、お

世話をされている親族からも、整備を進めてほ

しいという要望があることから、用地を取得す

るため、共有物分割請求訴訟を行う予定として

おります。

最後に、64ページに平面図及び対象地を示し

ております。

当課は、補正予算の議案○椎葉道路保全課長

が２つございまして、初めに、議案第１号「令

和６年度宮崎県一般会計補正予算（第７号 」）

について御説明いたします。

委員会資料の17ページを御覧ください。

当課の補正額は、一番上の行、道路保全課計

の左から２列目の欄にありますとおり、１

億7,200万円の増額をお願いしております。その

結果、右から３列目の補正後の予算額は166

億5,456万円となります。

補正の内容について御説明いたします。

18ページを御覧ください。

（ ） 。中ほどの 事項 県単道路維持費であります

これは、県が管理する道路の維持補修などを

行う事業でありまして、今回、災害復旧事業と

して採択されない部分的な舗装復旧をはじめ、

小規模な倒木や土砂除去等に係る経費や、被災

箇所の復旧工事が始まるまでのバリケード、信

号機など、交通安全施設の設置等に要する経費

として、１億7,200万円の増額をお願いするもの

であります。

続きまして、議案第23号「令和６年度宮崎県

一般会計補正予算（第８号 」について御説明い）

たします。

19ページを御覧ください。

当課の補正額は、一番上の行、道路保全課、

計の左から２列目の欄にありますとおり、77

。億4,317万6,000円の増額をお願いしております

その結果、右から３列目の補正後の予算額は243

億9,773万6,000円となります。

補正の主な内容について御説明いたします。

20ページを御覧ください。

一番下の（事項）公共道路維持事業費であり

ますが、国の補正予算等に伴い、77億1,700万円

の増額をお願いするものであります。

主な事業内容といたしましては、橋梁やトン

ネルの補修工事をはじめ、道路のり面の防災対

策や舗装補修などの老朽化対策、また、交通安

、 、全対策等としまして 市街地部の電線地中化や

学校・警察等との通学路合同点検に基づく歩道

整備などを予定しております。

当課におきましても、補正予○和田河川課長

算の議案が２つございます。

委員会資料21ページを御覧ください。

まず、議案第１号「令和６年度宮崎県一般会

計補正予算（第７号 、台風第10号災害関連に）」
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ついて御説明いたします。

当課の補正予算額は 左から２列目 ４億5,033、 、

万4,000円の増額をお願いしております。その結

果 右から３列目 補正後の予算額は203億3,330、 、

万8,000円となります。

以下、補正の内容につきまして御説明いたし

ます。

22ページを御覧ください。

まず、一番上の（事項）公共災害関連河川等

事業費であります。これは、土木施設の災害復

旧と併せた機能向上や、海岸保全区域に漂着し

た流木等の撤去等を行う事業ですが、１億1,000

万円の増額であります。

主な事業内容は、宮崎海岸赤江地区の流木撤

去などであります。

次に （事項）県単河川改良費であります。こ、

れは、浸水の生じた河川等において、堤防の整

備や土砂の除去を行う事業ですが、１億6,000万

円の増額であります。主な事業内容は、細見川

の堆積土砂除去などであります。

次に （事項）県単河川調査費であります。こ、

れは、補助事業の申請に必要な調査や計画の作

成・設計等を行う事業でありますが、1,000万円

の増額であります。主な事業内容は、瓜田川の

浸水痕跡調査などであります。

次に （事項）海岸保全事業費であります。こ、

れは、環境省の補助金を活用して、海岸保全区

域以外の一般公共海岸に漂着した流木等の撤去

等を行う事業ですが、１億7,033万4,000円の増

額であります。主な事業内容は、金ヶ浜海岸の

流木等の撤去などであります。

23ページを御覧ください。

続きまして、議案第23号「令和６年度宮崎県

一般会計補正予算（第８号 、国土強靱化関連）」

について御説明いたします。

当課の補正予算額は 左から２列目 85億8,089、 、

万9,000円の増額をお願いしております。その結

果 右から３列目 補正後の予算額は289億1,420、 、

万7,000円となります。

、 。以下 補正の主な内容について御説明します

24ページを御覧ください。

上から３番目の（事項）ダム施設整備事業費

であります。これは、国の補助を受けて、ダム

管理施設の老朽化対策のため、放流施設や機器

の更新等を行う事業で 国の補正予算により 22、 、

。 、億1,600万円の増額であります 主な事業内容は

松尾ダムの放流設備改良工事などであります。

次に、26ページを御覧ください。

（ ） 。 、事項 公共河川事業費であります これは

国の補助を受けて、洪水による浸水被害を軽減

するための堤防の整備や河道の掘削などを行う

事業で、国の補正予算により、63億4,700万円の

増額であります。

主な事業内容は、激甚化する風水害への対応

として、一ツ瀬川の堤防のかさ上げや、五ヶ瀬

川の掘削などであります。

当課におきましても、補正予○小倉砂防課長

算の議案が２つございまして、初めに、議案第

１号「令和６年度宮崎県一般会計補正予算（第

７号 」について御説明いたします。）

委員会資料の27ページを御覧ください。

当課の補正予算額は、一番上の行の砂防課、

計の左から２列目の補正額の欄にありますとお

り、7,500万円の増額をお願いしております。そ

の結果、右から３列目の補正後の予算額は、59

億2,570万1,000円となります。

続きまして、補正の内容について御説明いた

します。

28ページを御覧ください。

（事項）県単公共砂防事業費であります。こ
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れは、国庫補助の対象とならない小規模な砂防

工事を行う事業でありますが、7,500万円の増額

であります。

主な事業内容といたしましては、椎葉村の内

の八重川において、台風第10号による砂防堰堤

に異常堆積した土砂をしゅんせつし、流路を確

保する予定としております。

続きまして、議案第23号「令和６年度宮崎県

一般会計補正予算（第８号 」について御説明い）

たします。

29ページを御覧ください。

当課の補正予算額は、一番上の行、砂防課計

の左から２列目の補正額の欄にありますとお

り、24億7,627万2,000円の増額をお願いしてお

ります。

その結果、右から３列目の補正後の予算額

は、84億197万3,000円となります。

続きまして、補正の内容について御説明いた

します。

30ページを御覧ください。

（ ） 。 、事項 公共砂防事業費であります これは

土石流のおそれがある渓流での砂防堰堤などの

整備や地滑りのおそれがある箇所での対策工事

を行う事業であります 国の補正予算による 14。 、

億6,160万円の増額であります。

主な事業内容といたしましては、宮崎市の伊

倉谷川において、砂防堰堤工などを予定してお

ります。

次に、その下の（事項）公共急傾斜地崩壊対

策費であります。これは、急傾斜地の崩壊のお

それのある箇所での擁壁工・のり面工等の整備

を行う事業であります 国の補正予算による 10。 、

億1,440万円の増額であります。

主な事業内容といたしましては、延岡市の川

島地区において、崩壊土砂防護柵工などを予定

しております。

当課も補正予算の議案が２つ○岩切港湾課長

ございます。

初めに、議案第１号「令和６年度宮崎県一般

会計補正予算（第７号 」について御説明いたし）

ます。

委員会資料の31ページを御覧ください。

当課の補正予算額は、一番上の行、港湾課計

、の左から２列目の補正額の欄にありますとおり

一般会計で6,000万円の増額をお願いしておりま

す。その結果、右から３列目の補正後の予算額

は、一般会計が60億5,720万3,000円となり、港

湾整備事業特別会計14億708万7,000円と合わせ

、 。まして 当課の合計は74億6,429万円となります

、 。以下 補正の内容について御説明いたします

33ページを御覧ください。

（ ） 。事項 公共海岸保全港湾事業費であります

これは、港湾区域内の公共海岸保全港湾事業に

要する経費でありますが、延岡港海岸ほか１港

の海岸保全区域に漂着した流木等の撤去を行う

経費について、6,000万円の増額を行うものであ

ります。

続きまして、議案第23号「令和６年度宮崎県

一般会計補正予算（第８号 」について御説明い）

たします。

34ページを御覧ください。

当課の補正予算額は、一番上の行、港湾課計

、の左から２列目の補正額の欄にありますとおり

一般会計で３億752万7,000円の増額をお願いし

ております。その結果、右から３列目の補正後

の予算額は、一般会計が63億6,473万円となり、

港湾整備事業特別会計14億708万7,000円と合わ

せまして、当課の合計は77億7,181万7,000円と

なります。

、 。以下 補正の内容について御説明いたします
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36ページを御覧ください。

（事項）公共港湾建設事業費であります。こ

れは、公共港湾建設事業に要する経費でありま

すが、国の補正予算により、２億9,100万円の増

額を行うものであります。

主な事業内容といたしましては、港湾機能強

化として、油津港の第10号岸壁延伸に係る地盤

改良工事などを予定しております。

補正予算の説明は以上であります。

続きまして、議案第15号「民事訴訟事件の和

解について」御説明いたします。

60ページを御覧ください。

まず、１の概要でございます。

本議案は、串間市の福島港岸壁を損傷させた

船主などを相手に、原状回復工事費等の損害賠

償を求めた訴訟について、裁判所からの和解勧

告を受け入れ、和解することについて、地方自

治法の規定により、県議会の議決を求めるもの

であります。

次に、２の経緯でございます。

（１）平成31年４月２日、外国籍の原木運搬

船が福島港岸壁に衝突し、損傷させる事故が発

生いたしました。ページ下の左側、位置図写真

のうち、赤丸の箇所が被災の箇所であります。

損傷状況の写真も併せて御覧ください。

事故発生後、岸壁の使用許可を受けた船舶代

理店である日本通運株式会社及び船主である、

香港法人ホンコンシノファイブシッピングリミ

テッドに対し、原状回復を要求しましたが、応

じなかったため、令和４年９月２日、行政代執

行で県が原状回復工事を実施いたしました。

（ ） 、 、２ 令和４年９月28日 両者を被告として

記載の損害賠償請求訴訟を提起いたしました。

請求額は2,608万4,820円、相手方は、日本通運

株式会社と香港法人ホンコンシノファイブシッ

ピングリミテッドであります。

61ページを御覧ください。

経緯の続きでございます。

（３）令和５年６月８日、第１回弁論準備手

続が実施され、以後、第９回まで訴訟が継続し

ておりましたが （４）今年の８月20日に第９回、

弁論準備手続において、裁判所から和解勧告を

受けました。

３の和解の内容としましては （１）～（４）、

にお示ししているとおり、被告シノファイブが

原告宮崎県に対し、損害金として1,660万円を支

払うことなどでございます。

県としましては、内容について、顧問弁護士

及び関係部局と精査・協議を行った結果、築造

後20年が経過している岸壁であり、これまでの

弁論準備手続の内容を踏まえた上での裁判所か

らの和解勧告であることも考慮して、受け入れ

たいと考えております。

資料37ページを御覧くだ○松田都市計画課長

さい。

議案第23号「令和６年度宮崎県一般会計補正

予算（第８号 」について御説明いたします。）

当課の補正予算額は、一番上の行、都市計画

課計の左から２列目の欄ですが、８億7,965

万4,000円の増額をお願いしております。その結

果、右から３列目の補正後の予算額は60億6,025

万8,000円となります。

補正の内容について御説明します。38ページ

を御覧ください。

ページ中ほどの（事項）公共街路事業費であ

ります。これは都市部における街路の整備を行

う経費でありまして、国の補正予算に伴い、４

億8,790万円の増額補正を行うものであります。

主な事業内容といたしましては、大久保木崎線

の橋梁設計などを予定しております。
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次に、一番下の段の（事項）公共都市公園事

業費であります。これは都市公園施設の整備を

行う経費でありまして、こちらも国の補正予算

に伴い、３億8,000万円の増額補正を行うもので

あります。主な事業内容といたしまして、ひな

た宮崎県総合運動公園の非常用電源の更新など

を予定しております。

それでは、執行部の説明が終了○山下委員長

しました。

議案について質疑はありませんでしょうか。

御説明ありがとうございました。○渡辺委員

港湾課の民事訴訟の件で質問させていただきま

す。まず、原状復帰について契約者に求めたと

いうことですけれども、契約者たる日本通運と

の間の契約条件には、原状回復義務が明記され

ていたのでしょうか。

平成31年に福島港を使用され○岩切港湾課長

たんですけれども 「係留施設の使用に起因して、

係留管理者及び第三者に損害を与えるまたは紛

争が生じたときには、損害賠償し、または紛争

を解決すること」という条件が明記されており

ます。

それだけ明確な条件がついていな○渡辺委員

がら、日本通運が原状回復について応じない理

由というのはどういうことでしょうか。

今回の訴訟は、船主である香○岩切港湾課長

港のシノファイブシッピングリミテッドと、使

用許可を出した日本通運に対して、両者に対し

て損害賠償を求めたもので、どちらの責任とい

う形は被告の間で話がなされたものではないか

と思っております。

日本通運が、シノファイブとどう○渡辺委員

いう契約を交わしたかということについて、本

来、県側は知り得る立場にはないと思いますけ

れども、今回の事案というのは、あくまで契約

者たる日本通運が、本来、原状回復義務を負う

はずなんですよね。にもかかわらず、申請業務

だけ代行しているんだという理由を盾に、交渉

に応じず、結果として４～５年たってから事態

が進展しないということで、県としては単独工

事として発注をしたということだったと思うん

ですけれども、本来であれば、日本通運に原状

回復義務があるわけですから、それを待ってか

らでないと、船側が自分の保険を使って直そう

としても、普通ですと、保険会社が雇うサーベ

イヤーがどれぐらいかかるかという審査をしな

いと、県が発注した金額についての妥当性を彼

らは検証できないわけですよね。したがって、

今回のように、2,300万円の請求に対して、裁判

所が1,600万円と言っていると思うんですけれど

も、原状回復をなされない段階で、県側が独自

に補修工事を発注してしまった。そこの判断に

ついてなんですけれども、これは弁護士を含め

て、執行部の中で議論が行われて、決裁まで終

わったということなんでしょうか。

岸壁が損傷されてから、日本○岩切港湾課長

通運に対しても原状復旧をするようにと い─

ろんな戒告と、いろんな処分をしているところ

なんですけれども 再三再四、要求はしまし─

たが、原状回復がされていないという状況で、

もう待てないということで、県が原状復旧工事

を実施したということであります。その後、そ

れにかかった費用を請求という形で訴訟を起こ

したという経緯であります。

結局、待てないからやってしまっ○渡辺委員

。 、たというところなんですよね 契約した相手が

原状回復をしないと言っているわけですから、

待てないからやってしまったということですよ

ね。つまり、県として費用を出して、一般競争

入札で業者を選定して補修をした。その代価と
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いうのは、本来は被責者、原因者たる船側ない

しは日本通運が払うべきなのに、それがどうな

るか分からない段階で発注してしまった。つま

り、金額の回収が保証されない段階で発注して

しまったわけですよね。その時点での県の決裁

ということです。決裁者はそもそもどなただっ

たんでしょうか。

少し経緯からお話をさせてい○岩切港湾課長

ただきますけれども、委員会資料の61ページ、

一番下の括弧の中に書いておりますけれども、

まず、①です。日本通運に対して、一番最初に

原状回復命令を行って、戒告処分として原状回

。復義務の履行についての戒告処分を行いました

その後、代執行を行いますよという通知を行っ

て、その後に代執行を行った後で、費用の納付

命令という、そういった流れを手続として踏ん

でおりますので、日本通運側もそれは文書を受

け取っているという状況にあります。

これは日本通運に対して行われて○渡辺委員

いるということなんですが、私が伺ったのは、

県の中での決裁の話を伺っています。

県の中では、当然、こういっ○岩切港湾課長

た処分を行うときには 決裁をきちんと全て取っ、

ておりますので、決裁の区分までは記憶はして

おりませんけれども、知事まで行っているもの

というのは当然あります。

分かりました。今回、この1,660万○渡辺委員

円で和解したいということだと思うんですけれ

ども、本来2,300万円かかったものを1,660万円

で我慢するということになってしまうと、これ

から先、県の所有物、公共施設に対して損害を

与えた同様の話があったときに、これは悪い前

。 、例になってしまう可能性があるわけです 要は

ある意味、ごねて、しばらく待って、県がやる

のを待った後で裁判所の判断を待てば、こうい

う事例で、古い施設だからとか、そういう理由

で原状復帰に要した費用よりも安い和解金額に

なるということです。そこの心配を非常にして

いるんですけれども、本来、裁判所の和解に対

して、私個人的には全く従わなくていいと思い

ます。なぜかというと、冒頭の繰り返しになり

ますけれども、日本通運との間に明らかに原状

。 、復帰義務という契約があるわけですよね 今回

これで和解してしまうことについての、そうい

う将来の危惧、不安については、どうお考えで

しょうか。

今回の和解案については、裁○岩切港湾課長

判所が双方の主張をそれぞれ何度も聞いて、そ

、れを踏まえた上での提示になっておりますので

それを尊重して受け入れたいという形での提案

をさせていただいているところです。

だから、裁判所が言うことを聞く○渡辺委員

ので、今の話は今後こういうことが起こっても

仕方ないということですか。

今回の案件につきましての考○岩切港湾課長

え方にはなりますけれども、先ほどから委員も

言っていただいておりますとおり、築造後20年

、がたっている それなりに古いということで─

ある程度の価値というのは下がっているという

主張を相手側はしておりました。それを踏まえ

て裁判所から提示されたということですので、

それが考慮されているかどうかという中身は裁

判所からの説明があるわけではないので分かり

ませんけれども、単純計算よりは少し高めの金

額の提示になっておりますので、これを受け入

れたいと考えているところです。

私も事例をいろいろ調べて、船会○渡辺委員

社を含めて確認したんですけれども、使用許可

を取って事故が起こる場合、これは公共施設、

民間施設とも、100％原状回復されていました。
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つまり壊した人がきちんと直すという信義則に

基づかないと、本来、契約関係って成り立たな

いわけですよね。ですので、今回もこういう決

着をするのであれば、日本通運に対しては、処

分を取り消すとあるんですけれども、基本的に

はこういう会社とはもう契約できないというぐ

らいの強い立場を示さないと、そもそも岸壁の

減価償却なんていう話は いろいろなところ─

を聞きましたが、そんな話はあり得ないという

。 、 、「 、ことです 日本通運に対して このまま はい

分かりました。裁判所が言っているから仕方な

いですね」ということにはならないと思うんで

すけれども、ほかの委員の方々、どうでしょう

ね。

関連して誰かありますか。よろ○山下委員長

しいですか。

私から申し上げたいと思いますけれども、ま

さに今、渡辺委員が御指摘しているとおりで、

契約というものは何たるものだということにな

ると思うんです。ですから、県民の税金を使っ

て支払うことになるわけですから、そういうこ

とについては当然、契約遵守という形でやって

もらわないと、今後もこういう事案が発生した

場合は大変問題だと思いますので、そこあたり

は今後十分注意していただきたいと思います。

今のお話を踏まえて、全国的○岩切港湾課長

に岸壁が壊されたような事例があるのかという

ところを港湾課のほうでも調べました。委員の

おっしゃられるように、原因者が復旧をしてい

るというのがほとんどであります。減価償却分

を勘案した結果ということになれば、多分、示

談とか和解とかの世界でしょうから、そこはな

かなか出てこなかったんですけれども、平成26

年に北九州港で岸壁損傷事故というのが実際に

起こっております。それについて、北九州市が

裁判でやり取りをしているんですけれども、そ

、のときの訴えの相手先 船主と運航の船社と─

それに関係する保険会社の３者を相手に訴えを

起こしています。つまり、実際に壊した原因者

。を訴えているというやり取りになっております

ということで、岸壁の使用許可を取ったところ

を相手には起こしていないというところがまず

１点です。

また、そのときには、外国の船社だったんで

すけれども、判決が出るときには、もう船も売

却をされて、事業所の実態もなくて、代表者も

所在不明ということで賠償金を得ることは困難

ということで控訴を諦めているという実態がご

ざいます。そういう点では、まだきちんとお話

ができている この段階を踏まえると、裁判─

所の和解を受け入れるというのも選択だという

ふうに考えて、今回の議案を提案したところで

あります。

だから、相手が天下の日本通運○山下委員長

じゃないですか。今、あなたが言われる、もう

全てがなくなっておったと、今回の事案はそれ

とは全然違うんですよ。相手が日本通運ですか

ら、ここが契約に基づいて保証しないというこ

とがおかしいということが一番だと私は思いま

す。ですから、ぜひそこあたりは、やはり慎重

にやってもらわないといけないと思います。

今まで弁論準備手続で９回や○岩切港湾課長

り取りをしているんですけれども、裁判所とし

ては、係留許可を受けた日本通運に対して全責

任を負わせるというのはなかなか厳しいのでは

ないかという感触を一応得ているところです。

そういったところで、原因者であるホンコンシ

ノファイブシッピングリミテッドが対象になる

と裁判所からは返ってきているところです。

いや、そんなこと言っていたら○山下委員長
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係留許可を取らなかったら、少なくとも、─

その船隻は入ってきていないわけですよね。仕

事をしていないわけです。ですから、日本通運

が申請をしたために、その船は岸壁につけられ

て仕事をして、その後に岸壁と当たったという

話でしょうから、当然、その行為は日本通運が

許可を取ったから起きた事故です。ですから、

そこはそんなこと言っていたら、それは非常に

うやむやになるような話であって 原因をつくっ、

たのはやっぱり日本通運なんですよ。日本通運

が許可を取って泊まらせたわけですから、日本

通運がその手続をしなかったら、その船はそこ

に入港していないわけです。ですから、そこあ

たりは、今、そんな議論を言っていたらおかし

くなりますよ。

（ ）○松山県土整備部次長 道路・河川・港湾担当

今の話についてですけれども、確かに係留許

可を取っているのは日本通運でございます。本

来は日本通運が払うにしても、船会社と話をし

て、船会社の保険なりで払わせると、そういう

行為をするべきとは思います。通常、壊した場

合は、船会社が入っている保険で直すのが普通

ですので、日本通運に払えと言うわけではない

んですけれども、少なくともそういうような船

会社と交渉をして、保険で払うような段取りを

するべきだとは考えております。

県としましては、いずれにしろ日本通運であ

ろうと 船会社にしようと そういうお金を払っ、 、

てもらうということができればいいのかなとい

うことで、今、両者を訴えたという結果で、船

会社のほうが全額ではないけれども支払うとい

うような結果になっております。

もちろんお金を払ってくれるとは○渡辺委員

思います。ただ、裁判所が1,660万円を開示して

いないというところも問題だと思っていて、繰

り返しになりますけれども、減価償却がこれぐ

らいだからというような話を、もし言われて、

それが通ってしまうと、先々大変な禍根を残し

ます。極端な話、原状回復しなくていいという

ことになりますから。なので、本来であれば裁

判も何もせずに、原因者が100％自分の費用で負

担するのが、あくまで原則ですよ。今回はそれ

がないわけですよね。その理由は、県が待てず

に５年たって自分で直してしまったからです。

今回は裁判所の言うことを聞いて、和解すると

いうことで、最悪は仕方ないと思いますけれど

も、理由については、執行部の中でも、ある程

度、合理性がある説明を、あるいは整理の仕方

として公表するかどうかはともかく、少なくと

も減価償却だとかそういうことにすると、これ

は大変な間違いになります。1,660万円で和解す

るにしても、あるいは訴えを取り下げるにして

も、きちんとした合理的な整理をしておく必要

があると思います。日本通運に対しておとがめ

なしというのは、委員長が言われるとおり、ど

うしても納得できないと思います。

日本通運に対しては、罰則とか出○安田委員

入り禁止とかなく、今までどおり通常営業して

いるんですか。

日本通運は港湾に関する部分○岩切港湾課長

としては、港湾の荷役等を行っていただいてお

りますので、それに関しては継続的にいろんな

港で作業をしているという実態にあります。

罰則は出ていないということです○安田委員

ね。

法律や条例上、罰則規定とい○岩切港湾課長

うものはありませんので、それに基づいた対応

ということは行っておりません。

よろしいですか。それでは、そ○山下委員長

のほかで質疑はありますか。
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〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

。 、○山下委員長 よろしいですか それでは次に

報告事項に関する説明を求めます。

なお、委員の質疑は執行部の説明が全て終了

した後にお願いいたします。

委員会資料の70ページを○椎葉道路保全課長

お開きください。

道路の管理瑕疵に係る損害賠償額を定めたこ

とについて、地方自治法第180条第２項の規定に

より御報告いたします。今回の報告は、物損事

故が７件であります。事故の内容について御説

明申し上げます。発生日、発生場所等につきま

しては、資料の左側の欄に記載のとおりであり

ます。

番号１、２、６、７の穴ぼこ事故につきまし

ては、車道上に発生していた穴ぼこに車両が落

ち込み、番号１はホイールを、番号２はタイヤ

とホイールを、番号６はタイヤを、番号７も同

じくタイヤを、それぞれ損傷したものでありま

す。本件は、いずれも被害者に前方不注視の過

失がありますので、県の過失割合を６割、相手

方の過失割合を４割としております。

番号３の側溝蓋不全事故につきましては、道

路を横断している側溝の上を車両が通過した際

に、道路のグレーチングが外れて跳ね上がり、

マフラーなどを損傷したものであります。本件

は、事故の状況から被害者に過失を問うことが

できないと判断し、県の過失割合を10割として

おります。

番号４の倒木事故につきましては、通行方向

左側より竹が突然倒れて直撃し、フロントガラ

ス、車両上部、サイドミラーを損傷したもので

あります。本件は、事故の状況から被害者に過

失を問うことができないと判断し、県の過失割

合を10割としております。

番号５の落石事故につきましては、進行方向

の左側、のり面から突然落下した石が車両を直

撃し、フロントガラスを損傷したものでありま

す。本件は、事故の状況から被害者に過失を問

うことができないと判断し、県の過失割合を10

割としております。

これら７件の物損事故に伴って発生した損害

賠償額は84万3,745円となっておりまして、全て

道路賠償責任保険から支払われます。

説明は以上でありますが、引き続き、道路パ

トロールを徹底するとともに、道路の異常箇所

についての情報提供の呼びかけを行うなど、道

路利用者の安全確保に努めてまいりたいと考え

ております。

それでは執行部の説明が終了し○山下委員長

ました。

報告事項について質疑はありませんか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

よろしいですか。まもなく正午○山下委員長

となりますので、午前の審査はこれで終了した

いと思います。午後の審査は午後１時から開始

いたします。

暫時休憩いたします。

午前11時50分休憩

午後０時57分再開

それでは委員会を再開いたしま○山下委員長

す。

次に、その他報告事項に関する説明を求めま

す。

なお、委員の質疑は執行部の説明が全て終了

した後にお願いいたします。

委員会資料の71ページを○松田建築住宅課長

御覧ください。

県営住宅の再整備（ＰＦＩ手法の導入）につ
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いて御説明いたします。

１の県営住宅の現状と課題についてでありま

すが （１）の現状は、県営住宅の管理戸数は、、

令和５年度末時点で108団地、8,831戸、入居率

。（ ） 、 、は79.7％であります ２ の課題は 人口減少

少子高齢化により県営住宅の入居率は低下して

おりまして、住棟の老朽化とバリアフリー未対

応、維持管理や更新に要する経費の縮減などが

課題となっております。

右のグラフを御覧ください。建設時期ごとの

建設戸数を構造別に色分けしておりますが、赤

線で囲んだ部分の昭和40年代後半からの約30年

間において、オレンジ色で示す４、５階建ての

鉄筋コンクリート造の住棟を大量に建設してお

り、計画的に改修を行っておりますが、老朽化

が進んでいる住棟が多い状況であります。

戻っていただきまして、次に（３）の対応方

針等ですが、①の基本的な考え方として、宮崎

県公共施設等総合管理計画に基づき、計画的な

改修により長寿命化を実施し、基本的には改修

による対応としておりますが 改修の内容によっ、

ては、費用対効果が見込めない場合があります

ので、その場合は建て替えを進めていくことと

しております。今後、計画期間10年間での建て

替え戸数の規模は、管理戸数全体の約１割に相

当しますが、財政負担の軽減を図ることが必要

となりますので、コスト縮減が見込め、財政負

担の軽減につながる事業指標としてＰＦＩ手法

の導入を検討しております。

次に ②の検討状況ですが 今後 おおむね10、 、 、

年以内に再整備に取り組むことが必要な大規模

団地としまして、延岡市内の一ケ岡団地、宮崎

市内の大塚台団地と青葉団地を検討しており、

県のＰＰＰ／ＰＦＩ手法優先的検討規程に基づ

き、ＰＦＩ手法の導入を検討した結果、いずれ

もＶＦＭにてコスト縮減が見込めることを確認

いたしました。ＶＦＭとは、下の米印２にあり

ますとおり、従来方式と比べてＰＦＩによりど

れだけ事業費が削減できるかの割合を示すもの

であります。先ほど説明した３団地のうち、建

設年代が最も古い一ケ岡団地において、ＰＦＩ

手法導入による再整備を先行して実施するもの

です。

ここでＰＦＩ手法について御説明いたしま

す。74ページを御覧ください。

ＰＦＩはＰＦＩ法に基づいて、官民が協働し

て効率的かつ効果的に質の高い公共サービスを

実現する官民連携の事業手法であります。従来

方式による公共施設整備では、設計と施工を分

離し、また建築と設備を分割して発注し、材料

等の仕様を図面等で指定するため、受注者は図

面のとおり整備するので、民間の裁量の余地は

ないことになります。

一方、ＰＦＩ手法による公共施設整備では、

施設に必要な性能や水準を性能として指定し、

要求水準を満たすよう設計から施工、管理面な

ど一括して発注しますので、受注した民間事業

者は包括的に施設整備を進めることとなり、民

間のノウハウや経験を生かせる余地が多くあり

ます。

ＰＦＩ方式による事業手法は、施設の所有権

の移転時期や管理運営の官民の役割分担の違い

、 。により 表に示すように様々な方式があります

主な事業方式としては、設計・施工を行うＢＴ

方式、設計・施工に維持管理運営も含む方式と

してＢＴＯ方式とＢＯＴ方式があります。ハー

ド整備終了後に所有権移転を行うものがＢＴＯ

方式で、管理運営を含む全事業期間終了後に所

有権移転を行うものがＢＯＴ方式であります。

資料にはＰＦＩ事業のメリット等について細
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かく掲載しておりませんが、県営住宅の再整備

にＰＦＩ手法を導入した場合、設計・施工一括

発注等により、工期短縮やコスト縮減、民間賃

貸住宅を仮住戸として活用した入居者移転の効

率化による事業期間の短縮、さらには国が推奨

するＰＦＩ手法の採用による交付金等の優先配

分の対象となることなど、県の財政負担の軽減

につながるものと考えております。

ただし、ＷＴＯ案件であり、県外企業の参入

も考えられますので、より多くの地元企業が事

業に参加できるよう、事業グループを募集する

際に工夫してまいりたいと考えております。

72ページに戻っていただきまして、２の一ケ

岡団地の再整備についてであります。県営一ケ

岡団地は、中央の上の図のとおり、延岡市南部

にあり、右のエリア拡大図で示すように、北と

南の２つのブロックに分かれております。左上

の（１）の現状ですが、全体で23棟555戸、北ブ

ロックに８棟201戸、南ブロックに15棟354戸の

団地であります。北ブロックにつきましては、

平成８～12年にかけて建て替えをしており、入

居率は93.5％と高く 南ブロックの入居率は79.2、

％であります。

次に （２）の基本方針等ですが、今回、老朽、

化した南ブロックの15棟の再整備を実施するこ

ととしております。①の整備戸数は270戸で、現

在の354戸より84戸少ない整備戸数となります

が、人口減少や同じエリアにある延岡市営住宅

の整備状況など、将来の適正な管理戸数を見据

えて設定しております。

②の事業手法等ですが、中央の図の赤の破線

囲みの中にありますように、ブロック内のより

老朽化した住棟を解体し、従来方式で１棟を建

て替え、青の矢印で示すように、最初の入居者

移転の受け皿として確保していくものです。そ

の後、入居者の移転を進めながら、残りの住棟

を順次ＰＦＩ手法で建て替えます。

右の図は、再整備基本構想の住棟配置イメー

ジですが、オレンジ囲み部分が従来方式による

建て替えを行い、水色の囲み部分のエリアをＰ

ＦＩ手法により再整備するものです。

73ページを御覧ください。

（３）のＰＦＩの事業方式等であります。先

ほどＰＦＩ手法の説明をさせていただきました

、 、 、が 今回 一ケ岡団地の再整備につきましては

全国的に公営住宅整備に事例が多い、管理運営

を含まないことで、地元企業を含め、より多く

の民間事業者の参画が期待できるＢＴ方式を想

定しております。

（４）のＶＦＭですが、このＶＦＭは、先ほ

ど説明しましたが、従来方式と比べてＰＦＩに

よりどれくらい事業費が削減できるかの割合を

、 。示しており 判断材料として活用するものです

下の表の濃いピンクの部分にありますように、

ＰＦＩ手法を導入することで、従来手法と比べ

て8.5％以上、金額にして約3.3億円以上の削減

が見込めることを確認いたしております。

（５）のスケジュール（案）ですが、令和４

年度に基本構想を行っており、昨年度、従来方

式で整備する１棟の住棟の基本・実施設計を

行っております。今年度、従来方式で整備する

エリアの既存住棟の解体工事を実施中であり、

令和７年度から新しい住棟の建設に着手する予

定であります。

ＰＦＩ方式による整備につきましては、令和

７年度から２年間で、点線囲みのＰＦＩ法によ

る公募に向けての手続をアドバイザリー業務委

託を活用しながら実施する予定であります。そ

して、令和９年度から選定された民間事業者と

、 、の協定締結に基づき 設計・建設工事を開始し

令和６年12月４日(水)
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基本構想では約８年を予定しております。

次回、委員の皆様にお示しする内容としまし

ては、表の全体の部分の中ほどに示しておりま

すが、従来方式による建設工事とＰＦＩ手法に

よるアドバイザリー業務に要する経費等につい

て、令和７年度当初予算案として令和７年２月

定例会に提案予定であります。

執行部の説明が終了しました。○山下委員長

質疑はありませんでしょうか。

御説明ありがとうございました。○松本委員

管理運営のところについては切り離すという御

説明でありましたけれども、一般的に管理運営

まで含めたＰＦＩ方式が多い中で、今回、管理

の部分を切り離されたところについて、もう少

し詳しく御説明いただけないでしょうか。

、○松田建築住宅課長 まず１点目ですけれども

運営管理につきましては、今、指定管理者と団

地で非常に連携を取りながら、信頼関係を持ち

ながら進めておりますので、その分につきまし

ては、今の指定管理者の方々に引き続き業務委

託としてやっていただきたいという気持ちがご

ざいます。

また、先ほども申し上げましたとおり、ＢＴ

方式の公営住宅につきましては、全国事例でも

多くございまして、管理運営のない方式のほう

が民間企業の方が手を挙げやすいというところ

がございます。また、令和５年度に民間企業の

方々と意見交換を持ちまして、その際にも運営

管理のほうは切り離して考えていただいたほう

が、企業としては応募しやすいということでご

ざいます。

ありがとうございました。それで○松本委員

は、別の考えですが、入居者の方の移転という

のが最初に取り組まれるということでした。移

転をしていただくということになると、もろも

ろ条件とか、引っ越しの費用であるとか、それ

はあると思いますが、そのあたりについて詳し

く教えていただけないでしょうか。

移転につきましては、Ｂ○松田建築住宅課長

ＴＯ方式のＰＦＩの中で委託業務として含めて

いく考えでございますけれども、移転料の支払

い等も、その業務に含めて考えているところで

ございます。また、移転につきましては、ＰＦ

、Ｉ事業者のほうでいろいろな住戸案内ですとか

スケジュールの調整ですとか、そういったとこ

ろも含めてしっかりやっていただきたいと考え

ております。

ありがとうございます。高齢者の○松本委員

方とか、お一人の方とかもいらっしゃるのでは

ないかと感じますので、その点については県の

担当課としてもどうぞ協力していただいて、ス

ムーズに進むようにお願いします。

ほかにありませんか。○山下委員長

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、その他で何かありま○山下委員長

せんか。

午前中の委員会の中でお話が○岩切港湾課長

ありました、福島港の岸壁損傷の和解について

であります。委員会の中でもお話がありました

とおり、岸壁使用の許可を受けたものにつきま

、 、しては 安全に使用するということはもちろん

万が一事故が起こったときには、その原状を回

復する責任を持つということが本来であり、当

然のことだと考えております。今後、同様な事

態が発生した場合には、迅速に復旧に向けて話

合いを進めるとともに、早急に原状を回復させ

るよう対応してまいりたいと考えております。

それでは、以上をもって県土整○山下委員長

備部を終了いたします。

暫時休憩いたします。
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午後１時12分休憩

午後１時16分再開

それでは委員会を再開いたしま○山下委員長

す。

まず、採決についてですが、委員会日程の最

終日に行うことになっておりますので、５日木

曜日に行いたいと思います。開会時間は13時開

、 。会としたいと思いますが よろしいでしょうか

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、そのように決定いた○山下委員長

します。

その他で何かございませんでしょうか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

委員長報告については、また明日、再度皆さ

ん方から御意見があればお伺いしたいと思いま

すので、よろしくお願いいたします。

それでは、以上をもって本日の委員会を終了

いたします。

午後１時16分散会

令和６年12月４日(水)
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令和６年12月５日（木曜日）

午後１時25分再開

出席委員（８人）

山 下 寿委 員 長

今 村 光 雄副 委 員 長

外 山 衛委 員

日 髙 陽 一委 員

安 田 厚 生委 員

本 田 利 弘委 員

松 本 哲 也委 員

渡 辺 正 剛委 員

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

事務局職員出席者

議 事 課 主 査 岩 下 恵 美

総務課主任主事 德 永 采 香

委員会を再開いたします。○山下委員長

まず、議案等の採決を行いますが、採決の前

に賛否も含めた御意見をお願いいたします。

暫時休憩いたします。

午後１時25分休憩

午後１時25分再開

委員会を再開いたします。○山下委員長

一括採決とすることでよろしいでしょうか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

。○山下委員長 それでは一括採決といたします

議案第１号、議案第２号、議案第４号、議案

、 、 、 、第10号 議案第15号 議案第16号 議案第17号

議案第23号、議案第25号につきましては、原案

のとおり可決することに御異議ありませんか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

異議なしと認めます。よって、○山下委員長

議案第１号 議案第２号 議案第４号 議案第10、 、 、

号、議案第15号、議案第16号、議案第17号、議

案第23号、議案第25号につきましては、原案の

とおり可決するものと決定いたしました。

次に、委員長報告骨子（案）についてであり

ます。委員長報告の項目及び内容について御要

望等ありませんでしょうか。

暫時休憩いたします。

午後１時27分休憩

午後１時27分再開

委員会を再開いたします。○山下委員長

それでは、委員長報告につきましては、正副

委員長に御一任いただくことで御異議ありませ

んか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、そのようにいたしま○山下委員長

す。

次に、閉会中の継続審査についてお諮りしま

す。

商工観光振興対策及び土木行政の推進に関す

る調査については、継続審査といたしたいと思

いますが御異議ありませんか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

、 、○山下委員長 御異議ありませんので この旨

議長に申し出ることといたします。

次に、１月23日木曜日に予定されております

閉会中の委員会につきまして御意見を伺いたい

と思います。

暫時休憩いたします。

午後１時28分休憩

令和６年12月５日(木)
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午後１時28分再開

委員会を再開いたします。○山下委員長

それでは、１月23日木曜日の閉会中の委員会

につきましては、正副委員長に御一任いただく

ことで御異議ございませんか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、そのようにいたしま○山下委員長

す。

、 。最後に その他で何かありませんでしょうか

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上で委員会を閉会○山下委員長

いたします。

午後１時28分閉会

令和６年12月５日(木)
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